
（第三種郵便物認可）２０１１年２月１５日 大阪歯科保険医新聞（５、15、25日発行）（３）

特
集 確定申告の手引き確定申告の手引き2010年分所得税2010年分所得税

消
費
税
大
増
税
と
徴
税
体
制
の
強
化

清
家　

裕
税
理
士（
協
会
税
理
士
団
）

　

昨
年
12
月
に
閣
議
決
定
さ

れ
た
「
２
０
１
１
年
度
税
制

改
正
大
綱
」（
以
下
、「
大
綱
」）

は
、
消
費
税
の
大
増
税
を
目

指
す
内
容
に
な
っ
て
い
る
。

「
大
綱
」
に
よ
れ
ば
、
社
会

保
障
改
革
と
そ
の
財
源
確
保

に
つ
い
て
、
消
費
税
を
含
む

税
制
全
体
の
議
論
を
一
体
的

に
行
う
こ
と
が
不
可
欠
で
あ

り
、
今
年
半
ば
ま
で
に
成
案

を
得
、
国
民
的
な
合
意
を
得

た
上
で
そ
の
実
現
を
は
か
る

と
し
て
い
る
。

　

そ
し
て
、
菅
首
相
は
消
費

税
率
引
き
上
げ
に
「
政
治
生

命
を
か
け
る
」
と
明
言
、
内

閣
改
造
で
は
経
済
財
政
担
当

大
臣
に
与
謝
野
馨
氏
を
据
え

る
な
ど
、
並
々
な
ら
ぬ
意
欲

を
示
し
て
い
る
。
与
謝
野
大

臣
は
２
０
０
９
年
３
月
に
、

麻
生
自
公
政
権
の
時
の
財
務

兼
経
済
財
政
担
当
大
臣
と
し

て
、「
所
得
税
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
」
の
附
則

第
１
０
４
条
に
、「
消
費
税

を
含
む
税
制
の
抜
本
的
な
改

革
を
行
う
た
め
に
、
２
０
１

１
年
度
ま
で
に
必
要
な
法
制

上
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と

す
る
」
と
法
制
化
し
た
張
本

人
だ
。
こ
の
附
則
第
１
０
４

条
を
テ
コ
に
菅
首
相
は
自
民

党
、
公
明
党
を
巻
き
込
ん

で
、
強
引
に
消
費
税
率
の
引

き
上
げ
を
実
現
し
よ
う
と
し

て
い
る
の
で
あ
る
。

税
金
だ
。
社
会
保
障
の
財
源

に
最
も
ふ
さ
わ
し
く
な
い
税

金
で
あ
る
。

　

消
費
税
導
入
後
、
社
会
保

障
の
財
源
に
使
わ
れ
て
い
た

法
人
税
や
所
得
税
、
相
続
税

な
ど
の
減
税
が
行
わ
れ
、
税

収
が
極
端
に
減
っ
て
い
る
。

主
に
大
企
業
や
高
額
所
得

者
、
大
資
産
家
向
け
の
減
税

に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
消
費

税
の
税
収
は
こ
の
穴
埋
め
に

使
わ
れ
、
消
費
税
を
導
入
し

増
税
し
て
も
、
社
会
保
障
財

源
が
不
足
し
て
き
て
い
る
原

因
が
こ
こ
に
あ
る
。
そ
の
結

果
、
消
費
税
は
貧
困
と
格
差

を
助
長
し
、
国
民
の
圧
倒
的

多
数
を
占
め
る
庶
民
の
消
費

力
を
奪
い
内
需
が
落
ち
込

み
、
庶
民
の
景
気
は
深
刻
に

な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

医
療
機
関
に
と
っ
て
は
社

会
保
険
診
療
が
非
課
税
で
消

費
税
が
自
己
負
担
と
な
る
い

わ
ゆ
る「
損
税
」が
発
生
し
、

消
費
力
の
減
退
に
よ
る
患
者

の
受
診
抑
制
と
相
ま
っ
て
経

営
が
厳
し
く
な
っ
て
い
る
。

消
費
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ

れ
ば
、
さ
ら
な
る
貧
困
と
格

差
で
庶
民
の
生
活
難
が
２
倍

に
も
４
倍
に
も
な
り
、「
損

税
」
と
受
診
抑
制
で
経
営
が

一
層
悪
化
す
る
で
あ
ろ
う
。

制
改
革
の
成
せ
る
結
果
で
あ

る
。「
税
金
は
庶
民
か
ら
集

め
よ
う
」
と
の
考
え
に
基
づ

く
消
費
税
な
ど
の
庶
民
増
税

で
、
納
税
者
の
激
増
と
負
担

能
力
の
乏
し
い
と
こ
ろ
か
ら

の
徴
税
で
税
務
当
局
の
徴
税

体
制
が
困
難
と
な
っ
て
い

る
。
さ
ら
な
る
消
費
税
な
ど

の
庶
民
増
税
で
一
層
事
態
は

深
刻
に
な
る
こ
と
を
見
越
し

た
体
制
づ
く
り
で
あ
る
。
社

会
保
障
の
財
源
を
応
能
負
担

の
税
制
改
革
で
大
企
業
や
高

額
所
得
者
、
大
資
産
家
に
能

力
に
応
じ
た
負
担
を
求
め
れ

ば
、
時
代
逆
行
の
税
務
当
局

の
権
限
強
化
な
ど
は
必
要
な

い
の
で
あ
る
。

「
大
綱
」
に
も
と
づ
く
民
主

党
政
権
の
税
制
「
改
正
」
法

案
が
、
１
月
25
日
に
通
常
国

会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
。

せ
・
突
合
し
て
税
務
当
局
の

税
務
調
査
な
ど
で
の
利
用
が

考
え
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

今
後
の
検
討
事
項
と
し
て
、

①
個
人
の
白
色
申
告
者
全
員

の
記
帳
義
務
化
に
伴
い
、
必

要
経
費
を
概
算
で
控
除
す
る

租
税
特
別
措
置
（
措
置
法
26

条
）、
正
し
い
記
帳
を
行
わ

な
い
者
の
必
要
経
費
、
専
従

者
控
除
の
あ
り
方
を
検
討
す

る
こ
と
、
②
税
理
士
の
税
務

当
局
へ
の
下
請
強
化
の
た
め

の
税
理
士
法
「
改
正
」
も
あ

げ
ら
れ
て
い
る
。

　

名
ば
か
り
の
憲
章
の
制

定
、
税
務
当
局
の
権
限
強

化
、
納
税
者
の
義
務
強
化
、

共
通
番
号
の
導
入
、
必
要
経

費
の
制
限
、
税
務
当
局
に
よ

る
税
理
士
の
活
用
な
ど
の
対

策
は
、
庶
民
に
重
い
税
負
担

を
求
め
て
き
た
逆
進
的
な
税

と
「
消
費
税
の
不
正
還
付
未

遂
罪
」
を
新
た
に
創
設
す
る

　

こ
れ
ら
の
権
限
強
化
案
は

従
来
の
納
税
者
性
悪
説
に
立

ち
、「
犯
罪
捜
査
の
た
め
に

認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し
て

は
な
ら
な
い
」
と
し
て
い
る

質
問
検
査
権
を
、
納
税
者
を

犯
罪
者
と
見
立
て
て
犯
罪
捜

査
ま
が
い
の
税
務
調
査
に
法

的
根
拠
を
与
え
る
も
の
で
、

納
税
者
の
権
利
が
今
以
上
に

奪
わ
れ
る
。

（
３
）
番
号
制
度
の
導
入
や

税
理
士
の
活
用
も

　

こ
れ
ら
の
他
に
、「
大
綱
」

で
は
「
社
会
保
障
・
税
に
関

わ
る
番
号
制
度
」
の
税
務
面

で
の
活
用
と
し
て
、
各
種
取

引
は
可
視
化
さ
れ
た
番
号
を

相
手
方
に
告
知
し
て
行
い
、

番
号
が
記
載
さ
れ
た
法
定
調

書
と
納
税
申
告
書
と
を
名
寄

③
反
面
調
査
は
調
査
対
象
者

本
人
に
は
通
知
せ
ず
、
反
面

先
に
は
調
査
対
象
者
の
名
称

及
び
確
認
対
象
取
引
は
通
知

し
な
い

④
税
務
職
員
は
修
正
申
告
等

の
勧
奨
を
行
う
こ
と
が
で
き

る⑤
税
務
職
員
は
調
査
の
終
了

通
知
書
を
交
付
し
た
後
で

も
、
再
調
査
が
で
き
る

⑥
税
務
職
員
は
帳
簿
書
類
そ

の
他
の
物
件
（
そ
の
写
し
を

含
む
）
の
提
示
・
提
出
を
求

め
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
案

で
は
、「
提
出
さ
れ
た
物
件
は

留
め
置
く
こ
と
が
で
き
る
」

が
追
加
さ
れ
て
い
る
）

⑦
納
税
者
の
更
正
の
請
求
期

間
を
１
年
か
ら
５
年
に
延
長

す
る
こ
と
と
あ
わ
せ
、
税
務

当
局
の
増
額
更
正
期
間
も
３

年
か
ら
５
年
に
延
長
す
る

⑧
更
正
等
の
理
由
附
記
を
全

て
の
処
分
に
実
施
す
る
こ
と

と
あ
わ
せ
、
個
人
の
白
色
申

告
者
全
員
に
記
帳
義
務
・
記

録
保
存
義
務
を
課
し
、
附
記

す
る
理
由
は
記
帳
・
帳
簿
等

の
保
存
状
況
に
応
じ
て
記
載

す
る

⑨
租
税
罰
則
に
「
故
意
の
申

告
書
不
提
出
に
よ
る
ほ
脱
犯
」

行
わ
な
い
こ
と
⑦
帳
簿
書
類

等
の
持
ち
帰
り
や
帳
簿
書
類

等
の
コ
ピ
ー
を
強
要
し
な
い

こ
と
な
ど
を
、
納
税
者
は
切

実
に
求
め
て
き
た
。
ま
た
、

税
務
調
査
に
基
づ
き
行
わ
れ

る
更
正
等
の
処
分
は
、
全
て

の
処
分
に
理
由
を
附
記
す
る

こ
と
、
更
正
の
請
求
期
間
を

１
年
か
ら
５
年
に
延
長
す
る

こ
と
も
求
め
て
き
た
。
こ
れ

ら
の
願
い
を
実
現
す
る
た
め

に
、
憲
章
の
制
定
と
国
通
法

の
改
正
を
行
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
は
ず
だ
。

　

と
こ
ろ
が
、国
通
法
の「
改

正
」
案
は
、
税
務
当
局
の
権

限
強
化
案
で
あ
り
、
納
税
者

の
義
務
強
化
案
で
あ
る
。

①
税
務
調
査
の
事
前
通
知
は

文
書
で
行
う
が
、
税
務
当
局

の
裁
量
で
事
前
通
知
を
行
わ

な
い
例
外
事
由
を
法
制
化

し
、
そ
の
具
体
例
を
通
達
に

記
載
す
る

②
事
前
通
知
の
文
書
に
は
調

査
目
的
（
例
：
○
年
分
の
所

得
税
の
申
告
内
容
の
確
認

等
）
は
記
載
す
る
が
調
査
理

由
は
開
示
し
な
い
、
ま
た
、

事
前
通
知
し
な
い
調
査
の

「
通
知
し
な
い
具
体
的
理

由
」
も
開
示
し
な
い

の
理
念
に
基
づ
き
納
税
者
の

権
利
を
擁
護
し
、
納
税
者
の

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
と
納
税

者
の
納
税
手
続
き
は
誠
実
に

行
わ
れ
た
も
の
と
し
て
尊
重

す
る
憲
章
の
制
定
で
あ
る
。

（
２
）
問
答
無
用
の
税
務
調

査
の
合
法
化

　

名
ば
か
り
の
憲
章
制
定
と

引
き
換
え
に
、
税
務
当
局
の

権
限
強
化
を
は
か
る
国
税
通

則
法
（
以
下
、
国
通
法
）
の

改
悪
が
打
ち
出
さ
れ
、
問
答

無
用
の
税
務
調
査
を
合
法
化

し
よ
う
と
し
て
い
る
。

　

法
人
税
、
所
得
税
、
消
費

税
な
ど
各
税
法
の
質
問
検
査

権
は
、「
犯
罪
捜
査
の
た
め

に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し

て
は
な
ら
な
い
」
と
定
め
て

い
る
。
し
た
が
っ
て
、
税
務

当
局
が
税
務
調
査
を
実
施
す

る
時
、
①
納
税
者
に
文
書
で

事
前
通
知
す
る
こ
と
②
調
査

理
由
を
開
示
す
る
こ
と
③
反

面
調
査
は
必
要
最
小
限
に
と

ど
め
、
納
税
者
の
承
諾
を
得

て
行
う
こ
と
④
修
正
申
告
等

の
慫
慂
は
し
な
い
こ
と
⑤
調

査
終
了
の
通
知
を
す
る
こ
と

⑥
一
事
不
再
理
で
再
調
査
を

（
１
）
名
ば
か
り
の
納
税
者

権
利
憲
章

　
「
大
綱
」は
納
税
者
権
利
憲

章
（
以
下
、
憲
章
）
を
策
定

す
る
と
な
っ
て
い
る
。
私
た

ち
が
長
年
追
い
求
め
て
き
た

納
税
者
の
権
利
を
擁
護
す
る

憲
章
を
制
定
す
る
と
い
う
の

で
あ
れ
ば
、「
納
税
者
主
権

の
確
立
へ
向
け
て
」
を
標
榜

す
る
民
主
党
政
権
に
拍
手
喝

采
を
送
る
と
こ
ろ
だ
っ
た
。

し
か
し
、「
大
綱
」に
書
か
れ

た
憲
章
は
、
現
在
の
法
令
等

で
記
載
さ
れ
た
一
連
の
税
務

手
続
き
を
、
納
税
者
に
分
か

り
や
す
く
平
易
な
表
現
で
一

覧
性
の
あ
る
行
政
文
書
（
国

税
庁
長
官
が
作
成
し
、
来
年

１
月
１
日
に
公
表
）
に
す
る

に
す
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。
そ

の
上
、
納
税
者
の
義
務
ま
で

書
か
れ
る
憲
章
は
世
界
で
は

ほ
と
ん
ど
類
を
見
な
い
。

　

平
易
で
一
覧
性
の
あ
る
文

書
に
す
る
こ
と
は
大
事
だ

が
、
大
事
な
こ
と
は
現
在
行

わ
れ
て
い
る
税
務
調
査
や
滞

納
処
分
な
ど
で
、
納
税
者
の

権
利
が
侵
害
さ
れ
て
い
る
実

態
に
対
し
、
申
告
納
税
制
度

　

「
社
会
保
障
の
財
源
は
消

費
税
し
か
な
い
」
と
の
口
車

に
乗
せ
ら
れ
て
、
消
費
税
を

10
％
、
20
％
に
引
き
上
げ
ら

れ
た
ら
ど
う
な
る
の
か
。
消

費
税
は
所
得
の
少
な
い
人
も

所
得
の
多
い
人
も
、
消
費
を

す
れ
ば
一
律
に
負
担
さ
せ
ら

れ
る
税
金
で
あ
る
。
そ
の

上
、
消
費
税
は
生
活
費
に
も

課
税
さ
れ
、
所
得
の
少
な
い

人
は
所
得
の
大
半
を
生
活
費

に
消
費
し
て
い
る
。
所
得
が

少
な
い
人
ほ
ど
消
費
税
の
負

担
が
重
く
な
る
。
一
方
、
所

得
の
多
い
人
は
生
活
費
以
外

に
残
っ
た
お
金
を
、
財
テ
ク

な
ど
で
財
産
を
増
や
し
て
も

非
課
税
・
不
課
税
扱
い
で
消

費
税
は
か
か
ら
な
い
。（
税

負
担
の
逆
進
性
）

　

ま
た
、
消
費
税
を
納
税
す

る
事
業
者
に
と
っ
て
、
力
の

強
い
事
業
者
は
取
引
先
か
ら

消
費
税
を
１
０
０
％
も
ら
え

る
が
、
力
の
弱
い
事
業
者
は

消
費
税
が
も
ら
え
ず
儲
け
の

中
か
ら
身
銭
を
切
っ
て
税
務

署
に
払
っ
て
い
る
。（
消
費

税
の
転
嫁
問
題
）
消
費
税
は

生
活
者
に
と
っ
て
も
事
業
者

に
と
っ
て
も
、
税
金
の
負
担

が
「
弱
肉
強
食
」
に
な
っ
て

い
る
。
消
費
税
は
社
会
保
障

を
最
も
必
要
と
し
て
い
る
人

に
、
最
も
税
の
負
担
が
重
い

１
．目
指
す
は
消
費
税
大
増
税

２
．社
会
保
障
財
源
に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
消
費
税

　

「
大
綱
」
は
２
０
１
１
年

度
の
税
制
「
改
正
」
で
、
法

人
実
効
税
率
を
５
％
引
き
下

げ
、
そ
の
減
税
財
源
を
所
得

税
や
相
続
税
の
増
税
で
賄
お

う
と
し
て
い
る
（
左
図
表
参

照
）。
財
源
難
を
理
由
に
社

会
保
障
を
切
り
捨
て
、
財
源

難
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず

財
界
の
強
い
求
め
に
菅
首
相

は
法
人
税
の
減
税
に
応
じ

た
。
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後

の
利
益
の
回
復
が
著
し
い
輸

出
大
企
業
に
と
っ
て
、
減
税

で
増
え
る
内
部
留
保
は
雇
用

や
国
内
投
資
に
は
使
わ
ず
、

安
い
人
件
費
と
販
路
を
求
め

て
海
外
に
出
て
行
く
軍
資
金

に
使
う
で
あ
ろ
う
。
そ
の
穴

埋
め
に
所
得
税
の
給
与
所
得

３
．目
指
す
は
法
人
税
大
減
税

４
．消
費
税
な
ど
庶
民
増
税
と
徴
税
体
制
の
強
化

―

民
主
党
政
権
が
目
指
す
税
制
改
革―

（出典：日本経済新聞2010年12月17日朝刊）

2011年度税制改正による
主な増減税の見込み額

▼個　人
相続税の増税 2,900
給与所得控除の縮減 1,200
成年扶養控除の縮減 800
退職所得課税の見直し 100
贈与税の減税 ▲　 100

（小　計） 4,900
▼企　業
法人税実効税率５％引き
下げ ▲13,500

中小企業軽減税率３%引
き下げ ▲　 700

雇用促進税制など ▲　 700
減価償却制度見直しなど
課税ベース拡大 6,500

地球温暖化対策税（環境
税）の導入 2,400

中小企業向け租税特別措
置の見直し 200

（小　計） ▲ 5,800
合　　計 ▲　 900

億円、平年度ベースの国税
分、財務省試算、▲は減税〔 〕

控
除
の
一
部
縮
小
や
成
年
扶

養
控
除
の
原
則
廃
止
、
相
続

税
の
基
礎
控
除
４
割
カ
ッ
ト

な
ど
で
増
税
す
る
。

　

財
界
は
さ
ら
に
法
人
実
効

税
率
の
５
％
、
10
％
の
引
き

下
げ
を
求
め
て
い
る
。
そ
の

財
源
に
は
消
費
税
率
の
引
き

上
げ
と
所
得
税
の
給
与
所
得

控
除
の
さ
ら
な
る
縮
小
や
配

偶
者
控
除
の
縮
小
・
廃
止
で

手
当
て
す
る
計
画
だ
。
所
得

税
の
課
税
最
低
限
は
限
り
な

く
引
き
下
げ
ら
れ
、
最
低
生

活
費
非
課
税
の
大
原
則
が
反

故
に
さ
れ
て
い
る
。
法
人
税

減
税
の
た
め
に
、
消
費
税
や

所
得
税
が
増
税
さ
れ
庶
民
の

税
負
担
が
ま
す
ま
す
高
ま

る
。
手
当
や
給
付
付
き
税
額

控
除
は
、
逆
進
性
の
強
い
税

制
改
革
で
生
活
で
き
な
く
な

る
人
へ
の
救
済
策
で
、
本
末

転
倒
の
税
制
改
革
が
生
み
出

す
副
産
物
で
あ
る
。


